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1　はじめに

　 近の安全技術の国際化に伴い，ISO13849-1ISO13849-1：2006 1), 
IEC61508IEC61508-series 2)，IEC62061IEC62061:2005 3) などに規定された

機能安全性が産業機械，鉄道，昇降機などを始めとする

様々な分野で具体的に標準化が進められている．この機

能安全性を実現する場合，磁気駆動式接点を備えたパワー

リードスイッチは，一般のリードスイッチと比較して接

点の接触不良や溶着の発生確率が低いという特徴を持つ

ために，高水準の機能安全性を実現する上で必須の構成

要素と考えられる．

　このため，独立行政法人産業安全研究所（現独立行政法

人労働安全衛生総合研究所）と安川コントロール株式会社

は，パワーリードスイッチの産業安全分野への応用を目的

として平成 13 年度に「大規模生産システムを対象とした

安全手段の高度化」4 ～ 7) に関する共同研究を進めた．また，

昇降機の運用によって得られたフィールドデータを利用し

て，パワーリードスイッチの安全性評価手法 8 ～ 10）に関す

る検討を進めた．

　本資料は，以上の研究を契機として開始されたパワー

リードスイッチに関する安全技術の標準化と国際標準を

ビジネスツールとして活用する際の事業戦略，及び労働

災害防止対策への活用について述べたものである．

　以下，文献 9）及び 10）の記載を踏まえたうえで，以

上の点を解説する．

2　パワーリードスイッチの構造と特徴

　パワーリードスイッチ（以下「本素子」と呼ぶ）は，

パワーリードスイッチの安全技術に関する標準化と事業戦略
及び労働災害防止対策への活用 †

濱　田　健次郎 *1，梅　崎　重　夫 *2

数 10A 程度の電流を開閉できる磁気駆動式のガラス封入

接点である．

　図 1 に本素子の構造を示す．本素子は，一般のリード

スイッチと異なり，接点通電部と磁気駆動部を完全に分

離した二重接点構造となっている．

　また，可動接点には銀合金，固定接点にはモリブデン

バネ材を使用し，磁気駆動部の磁極面には硬質クローム

厚メッキを施している．このため高頻度使用にも耐え，

一般のリードスイッチと比較して大電流を流せる利点が

ある．これが，本素子をパワーリードスイッチと呼ぶ理

由である．

　図 2 に本素子の接点動作を示す．

　　パワーリードスイッチは，安川電機株式会社が独自に開発した磁気で駆動するガラス封入接点で，一般用途

のリードスイッチより耐振性と接点開閉容量を飛躍的に向上させ，鉄道・電力・昇降機・産業機械・防爆等の分

野で使用実績がある．パワーリードスイッチの安全技術に関する標準化は，平成 13 年度に産業安全研究所（現 
独立行政法人労働安全衛生総合研究所）と安川コントロール株式会社が，「大規模生産システムを対象とした安

全手段の高度化」を共同研究した成果を基本としている．本研究の成果として規格化された IEC62246-series は，

この共同研究及び標準化活動の成果として，全てのリードスイッチ製品の品種を定義し，それらの接点定格の評

価手順を明確化した．また，産業機械を初めとして各適用分野規格が規定する安全要求事項及び機能安全規格が

規定する安全度水準とリードスイッチ製品の安全適用事例を関連付けて体系化を行うとともに，労働災害防止対

策への活用も検討した．なお，本資料は，パワーリードスイッチの安全技術に関する標準化体系の概要，標準化

の経緯及び標準化した技術の導入成果を纏め，国際標準をビジネスツールとして活用する際の事業戦略について

も述べている．
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械の制御システムの安全関連部を対象に，文献 1）～ 3）
等に規定される機能安全性が強く要望されるようになっ

てきた．このとき，安全性と信頼性の両方を定量的な評

価指標として表す必要がある．このうち，信頼性の評価

指標には表 2 に示す不信頼度がある．

　これは，実務上は表 2 に示す時間故障率（Fit または

回／ h）と回数故障率（1 ／回）で定量的に評価できる．

これに対し，安全性の評価指標は表 2 に示す危険側故障

率比η（回／回）と危険側故障の発生確率 PFHD（回／ h）
が考えられる．しかし，仮にηを使って安全性を評価す

ると，頻繁に危険側故障が発生するものでもそれ以上に

安全側故障の発生頻度が高ければ，結果としてηが低く

なるという問題が生じる．このため，本稿では安全上問

題となる危険側故障の発生頻度を正確に反映できる

PFHD を使用して安全性の評価指標とした．

4　フィールドデータの解析に基づく危険側故障の推定

　次に，実際のフィールドデータを使用して，本素子の

危険側故障の発生確率を推定する．

　この解析では，産業機械に類似するものとして，昇降

機用の制御システムの安全関連部を対象とした．このシ

ステムは本素子と二重化されたマイクロコンピュータの

利用によって停止位置や扉の開閉を制御する．

　このシステムは過去 14 年間に約 10 万台近くが製作さ

れており，各システムに 2 ～ 4 本の本素子が使用されて

いる．本稿では，これら約 38 万個の本素子のフィールド

データを対象とした．

　なお，解析にあたっての前提条件及び解析方法の詳細

は文献 9）及び 10）を参照されたい．

　表 3 に，フィールドデータの解析結果を示す．解析の

結果，危険側故障の発生確率は 2.0 × 10 － 10（回／ h），
安全側故障の発生確率は 4.2 × 10－ 9（回／ h）との結果

を得た．

　この結果は IEC 61508 に記載された SIL 4 相当以上に

匹敵する．ただし，危険側故障を接点溶着，安全側故障

　表 1 は，本素子の特徴である．本素子は接点の二重構

造を利用した機構が表 1 に示すワイピング効果とハンマ

リング効果を創出し，接点投入時の接触力及び接点開放

時の開離力を大きくするとともに，減磁速度の影響を受

けないクイックアクションが接触信頼性の向上に寄与す

る．

　このため，一般のリードスイッチと比較して接点の接触

不良や溶着の発生確率が小さいという特徴を持つ．例えば，

飯盛らの研究によれば，本素子は回数故障率で 10－ 9 ～

10－ 10（1 ／回），時間故障率で 4.8Fit 以下とのデータが

ある 11)．また，本素子は接点の駆動エネルギーが 100 ア

ンペアターン以上と大きいために，電磁ノイズの影響を

受けにくいという特徴を持つ．

3　信頼性と安全性の評価指標

　信頼性とは，装置が与えられた条件の下で，与えられ

た期間，故障せずに要求された機能を果たす能力をいう．

しかし，どれほど信頼度の高い装置でも，いつかは必ず

故障する．

　このため，安全技術の代表例であるフェイル・セイフ

技術では，故障の発生時は機械が停止側（安全側）とな

るように故障の仕方に癖を付けておくことで災害の発生

を防止する．このとき，信頼性が故障そのものを問題と

するのに対して，安全性では故障が安全側（機械停止側）

となるか危険側（機械が止まらなくなる側）となるかを

問題とする．これが伝統的な信頼性と安全性の関係であっ

た．

　これに対し， 近の電子制御技術の高度化に伴い，機

表 1　本素子の接点機構

接点機構 定義

ワイピング摺動機

構

接点閉路時に可動接点が摺動しながら接

触する．接触不良を減少させる機構であ

る．

ハンマリング機構

磁気駆動部の吸引力が無くなると，可動

接点は固定接点接触バネに蓄えられた反

発エネルギーによって，瞬間的にはじき

飛ばされる．溶着を減少させる機構であ

る．

表 2　信頼性と安全性の評価指標

区分 評価指標 説明

信頼性 不信頼度

回数故障率

（1 ／回）

所定の回数動作させた時

に、故障が発生する回数

時間故障率

（回／ h）
単位時間あたりの

故障発生率

安全性
非対象誤

り率

危険側故障率

比：η

（回／回）

発生する全ての故障に対

する危険側となる故障の

比

危険側故障の

発生確率：

（回／ h）

単位時間あたりの危険側

故障の発生確率

表 4　本素子のフィールドデータ解析結果

区
分

危険側故障数（個） 安全側故障数（個）

分
析1 接点内部の結露によ

る溶着（注 1）

2 ガラス管割れで接触

不良

2 外部衝撃で特性変化

10 接触不良（注 2）
10 不動作（注 3）

計 1 24
注 1：ガラス管に入った亀裂から空気の混入後，結露による水

滴が接点間にブリッジとして形成．

注 2：返却された時点での調査では，正常動作．顧客のクレー

ム内容．

注 3：注 2 と同様，顧客のクレーム内容

表 3　フィールドデータ解析表

フィールドでの

累積稼働個数

（個）

大稼働時間

（h）

フィールドでの

累積稼働時間

（h）

安全側故障の

発生数

（個）

危険側故障の

発生数

（個）

安全側故障の

発生確率

(1 ／ h）

危険側故障の

発生確率

（1 ／ h）
387,595 60,480 5.66×109 24 1 4.2×10 － 9 2.0×10 － 10
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を接触不良に対応させている．

　表 4 に，各故障モードの具体的内容を示す．この結果

より，本素子の危険側故障率比は 0.04 となる．

　なお，他のパワーリードスイッチと比較検討を行うた

めに，表 3 及び表 4 に相当するフィールドデータが他の

スイッチに関して公表されていないかを調査した．しか

し，1990 年から 2014 年の間の国際会議報文集で IEEE
や国際接点会議などを始めとする様々な文献を調査した

限りでは，該当するフィールドデータは見当たらなかっ

た．この調査結果に基づけば，当該フィールドデータを

公表しているのは著者らのみと考えられる．

　以上より，他のスイッチのフィールドデータと比較し

て考察を行うことは困難であるが，ワイピング摺動機構

及びハンマリング機構を有しないパワーリードスイッチ

の危険側故障の発生確率は本素子と比較して明らかに高

いと推察される．

5　標準化の項目

　以上の結果から，本素子を利用したシステムでは，そ

の構築法を工夫すれば高い機能安全性を実現することも

可能と考えられる．そこで，本素子を対象に安全性を含

めた標準化を図り，労働災害防止対策に活用するととも

に，国際競争力の強化を目指した．

　実際の標準化作業は，次のような項目を対象に実施し

た．なお，この作業では，図 3 に示す品目別通則を IEC IEC 
6224662246-1:2015 12)， 品 質 評 価 の 試 験 方 法 を IEC IEC 
6224662246-1-1:2013 13) 及び各分野の安全適用事例を IECIEC ／

TR 62246-3TR 62246-3:201X にて体系付けした．

1)1)　品目別の通則

　品種をリードスイッチ，重負荷形リードスイッチ，高

圧リードスイッチ及び磁気バイアス付きリードスイッチ

の 4 種類に分類するとともに，パワーリードスイッチを

重負荷形リードスイッチと定義した．また，各リードス

イッチの接点定格と品質評価及び評価試験方法の手順を

規定した．なお，環境問題を考慮して水銀式リードスイッ

チの適用を排除した．

2)2)　品質評価の試験方法

　品質評価の試験方法には，形式試験，出荷検査，ロッ

ト抜取り検査，及び定期検査の実施要項と間隔を規定し

た．また，品種別リードスイッチの接点定格値は，機能

特性，環境特性，信頼性，電気的耐久性，投入容量及び

遮断容量，機械的耐久性等で規定した．

3)3)　分野ごとの安全への適用事例

　各分野で規定された安全規格が要求する安全方策と国

際機能安全規格が要求する安全度水準のアーキテク

チャー，リードスイッチの制御回路，使用環境，接点の

監視，安全の管理対策及び保守までの安全ライフサイク

ルデータとリードスイッチの使用方法，信頼性データの

有効活用及び使用実績等有益な情報を提供している．

4)4)　災害防止及び被害軽減対策への適用事例

　労働安全分野での適用事例としては，著者らが共同して

開発したロボットの回転位置検出装置 6）などの位置検知

センサーや，第 8 章で述べる非接触式のインターロック式

ガードへの応用がある．特に，後者は振動や位置決め誤差

の大きい産業機械のインターロック式ガードに広く適用で

きる可能性がある．

　また，本スイッチは，昇降機，鉄道，電力，地震防災，

自動車などの分野における災害防止及び被害軽減策に広く

適用できる可能性がある 14）～ 17）．このうち，昇降機への応

用は第 9 章で述べ，鉄道への応用は第 10 章で述べる．

6　標準化の経緯

　IEC ／ TC94 は補助継電器の技術専門委員会で，P メ

ンバー加盟国 15 ヶ国のエキスパート 37 名と O メンバー

16 ヶ国から構成され，国際委員長がドイツ，国際幹事が

オーストリア国である．リードスイッチの規格を担当す

る MT6 は日本が幹事国で，その Expert は，ドイツ，英国，

ハンガリー国，米国である．

　日本委員は ISOISO ／ TC178TC178 ／ WG8WG8（昇降機安全回路応

用），英国委員は IECIEC ／ TC 44TC 44（機械類安全），ハンガリー

国委員は IECIEC ／ TC95TC95（電力）の Liaison offi cer である．

　図 4 に，本共同研究の成果を基に展開されたリードス

イッチの標準化に関するこれまでの経緯を示す．

1)1)　ドイツ委員が主体で，通信等民生用途の水銀リード

スイッチを含むリード接点ユニットの品目別通則を IEC IEC 
62246-162246-1 Ed．1: 2002 で規定した．

2)2)　平成 13 年度の基準認証創成事業で，パワーリードス

イッチの安全技術に関する標準化を日本が提案し，IEC IEC 
62246-262246-2 Ed．1:2007 で規定した．また，品質評価仕様書

を公開仕様書の IEC PAS 62246-2-1IEC PAS 62246-2-1 Ed．1:2008 で規定

した．

3)3)　TC94 の方針で，Part 1 と Part 2 を統合した IEC IEC 
62246-162246-1 Ed．2:2011 で，リードスイッチの品種別の品質

評価及び試験方法を編集した．

4)4)　品質評価の試験方法：IEC 62246-1-1IEC 62246-1-1 Ed．1:2013 で

は，品種別リードスイッチの接点定格を纏め，リードス

イッチとパワーリードスイッチの適用接点定格領域や適

用分野を棲み分け，制定した．

5)5)　IEC 62246-1-1IEC 62246-1-1 Ed．1:2013 の制定に伴い，国際機能

安全規格及び日本工業規格：JIS への整合を図るため，
図 3　リードスイッチの安全技術に関する標準化体系

IEC 62246-1:2015 

IEC 62246-1-1:2013 

IEC TR 62246-3:201X 
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NECA に JIS 原案作成委員会を組織し，日本エレベータ

協会，TC9（鉄道）及び TC95（電力）委員に参画して

頂き，IEC 62246IEC 62246 規格に完全一致したリードスイッチ‐

第 1 部：リードスイッチの品目別通則：JIS C 62246-1JIS C 62246-1
及び「リードスイッチ‐ 第 1 － 1 部：リードスイッチの

品質評価及び試験方法：JIS C 62246-1-1JIS C 62246-1-1 の原案を作成し，

2015 年の制定で進めている．

6)6)　一方，国際機能安全規格との整合を図るため NECA
の業界標準として，NECA TR-U47NECA TR-U47:2014 16), リードスイッ

チ製品の安全適用事例の技術資料を発行した． 
7)7)　IEC 62246-1IEC 62246-1 の改訂 3 版では，第三者認証等の試験

費用を削減する目的から，米国 UL 508 や MIL 規格の要

求事項を統合した FDIS は，各国投票 100％賛成で合格，

2015 年春改定される．

8)8)　 今 後 は，IEC 62246-1IEC 62246-1 Ed．3 の 改 定 に 伴 い，

IEC62246-1-1IEC62246-1-1(2013) の改定 2 版を 2015 年から開始する．

米 国 NEMA，HP contact ratings の 評 価 及 び JIS C JIS C 
62246-series62246-series 規格原案作成時の課題を反映する必要があ

る．

　 さ ら に， 次 章 で 述 べ る IEC/TR 62246-3IEC/TR 62246-3：Typical 
safety applications の制定とリードスイッチの応用製品

に関する JISJIS 規格及び NECANECA の業界標準を見直し，JISJIS
／ TR 62246-3TR 62246-3 の制定で集大成する考えでいる．

7　標準化時に課題となった安全方策

1)1)　課題の明確化

　前述した NECA 技術資料の作成にあたって問題となっ

たのは，国際的な機能安全規格が規定するシステムの安

全度水準（安全機能の危険側故障）の指標に，低頻度作

動要求モードと高頻度・連続モードの 2 種類があり，低

頻度作動要求モードでは，作動要求当たりの危険側の平

均故障（失敗）確率で，高頻度・連続モードの場合では，

1 時間当たりの危険側故障（失敗）頻度の明確化が求め

られていることであった．

　そこで，産業機械，家電製品，防災機器，自動車，鉄道，

電力等の代表的な適用分野から使用実績のあるアーキテ

クチャー，リードスイッチ及びパワーリードスイッチの

制御回路，使用環境，年間使用回数，自己診断，プルー

フテスト間隔並びに予防保全の安全ライフサイクルデー

タを収集し，安全要求事項の明確化を試みた．

　また，安全度水準を高めるには，接点溶着防止，PLC
や CPU による接点監視及びシステムの二重系が必要に

なる．このときに問題となるのが，IEC 62246-1-1IEC 62246-1-1:2013
が規定する高い接触信頼度，機械的寿命及び AC-15, 
DC-13 誘導負荷での電気的寿命 B10 値と使用者側と取り

交わす B10d 値である．

　この B10 値の推定では，安川コントロール株式会社と

産業安全研究所が，共同研究を行う過程で作成した文献 9)
及び 10) で得られた実験結果を B10d 値の決定に援用した．

結論として，

i)　パワーリードスイッチの危険側故障の発生確率は 2.0
× 10－ 10（１／ h）と推定される．

ii)　動作回数は，約 3,000 万回以下に限定すべきである．

iii)　安全度水準の高い産業機械の安全制御へ適用するに

は，二重化と概ね 2.8 時間に一回以上の不一致検出が必

要である．との結果を得た．

　2014 年 春 に，NECA TR-U47NECA TR-U47: 2014 の 英 訳 原 案 を

TC94 ／ MT6 会議で提案した結果，独国委員の意見は，

使用者側に有益な情報を提供することができることから，

IECIEC ／ TR 62246-3TR 62246-3, Technical Report: Reed switches – 
Part 3: Typical safety applications として，開発するこ

とが決定した．

　ただし，装置の運用者／システム供給者／機器供給者

間の責任区分を明確にする構成に再構築し，2015 年春，

独国委員の安全関係者を交えて審議を行う予定となった．

　その結果を踏まえ，2015 年秋の TC94 Plenary 東京会

2002                            2007                             2011                           2013              2015                             2017

US specific 
requirements

UL 508, MIL 202 etc.

IEC 62246-1 Ed.2 

Liaison with ISO/TC178

IEC 62246-1 Ed.1

TC9
TC95

NECA

JIS C 62246-1: 
JIS C 62246-1-1:

IEC 62246-2 Ed.1 

IEC 62246-1-1 Ed.2 

IEC 62246-1 Ed.3

NECA TR-U47 

JIS/TR 62246-3:

IEC/TR 62246-3 Ed.1

IEC 62246-1-1 Ed.1 

Basic Functional 
safety requirements

IEC PAS 62246-2-1 Ed.1 

図 4　リードスイッチの安全技術に関する標準化の経緯
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議で 終決定することが，決議された．

　なお，この審議では IEC 62246-1-1IEC 62246-1-1: 2013 規格が，規

定する接点定格値を各応用製品の接点定格値に引用する

ことが目的であり，リードスイッチ規格の適用範囲の拡

大とリードスイッチの模倣品対策が可能となる．

2)2)　リードスイッチの安全方策の類型化

　以上の標準化の過程で，リードスイッチを応用する制

御機器の安全方策は，以下 5 種類の機器に分類できるこ

とが判明した．

i)　電磁コイルで駆動するリードリレーには，IEC IEC 
61810-61810-1: 2015 年 18) 及び 61811-161811-1: 2015 年 19) 規格と本規

格の併用を推奨する．

ii)　磁石で駆動する制御機器，磁気近接スイッチ，非接

触 式 安 全 ス イ ッ チ に は，IEC 60947-5-1IEC 60947-5-1: 2003 20), 
60947-5-260947-5-2: 2012 21) 及び 60947-5-360947-5-3: 2005 22) 規格と本規格

との併用を推奨する．

iii)　磁石と別の機能（例えば，バネ）を加えて衝撃・温

度等のセンサー類等には，本規格が規定する接点定格を

製品の接点定格とする必要がある．

3)3)　リードスイッチ製品が適用されている災害防止装置

と被害軽減装置に対する安全要求事項

　リードスイッチ製品が適用されている災害防止装置及

び被害軽減装置に対する安全要求事項は，次によって規

制されている．

i)　法律，政令，各省令

ii)　各分野の規格

iii)　機能安全規格

　表 5 ～ 6 に，リードスイッチ製品が適用されている災

害防止装置，被害軽減装置を示す．

　なお，備考欄に安全要求事項の基になった法律，政令，

各省令，各分野の国際安全規格及び機能安全規格を示す．

4)4)　ライフサイクル過程における責任分担

　リードスイッチ製品のライフサイクル過程で使用者と

供給者間の関係において，責任がどのように分担される

かを分析することは有意義なことである．表 7 に典型的

な例を示す．

　制定した NECA TR U-47NECA TR U-47: 2014 は，上記 3）及び 4）
の事項を鑑み，改訂の審議を行う .
　また，機能安全規格が適用される大規模システム以外

の燃焼バーナ制御装置の安全要求仕様：IEC 60730IEC 60730 や自

動車エアバックの安全要求事項：ISO 26262ISO 26262 等の決定的

なアプローチを盛り込み，2015 年春の次回 MT6 会議に

臨む考えでいる．

8　産業機械の労働災害防止対策への展開

　さらに，各適用分野が規定している安全方策と機能安

全規格が要求する安全度水準を整理すると，産業機械を

対象とした ISO 14119ISO 14119: 2013 では，磁気駆動の非接触式

安全スイッチを備えたインターロック装置の設計及び選

択のための原則の適用が不可欠と判断された．

　この原則は，国際機能安全規格が規定する SIL 2 or 3
又は PLe レベルの安全度水準，及び防水仕様を必要とす

る食品機械等取り外せる扉のガードインターロック装置

も含まれる．

　また，パワーリードスイッチを過電流から保護するた

め短絡防止のヒューズを内蔵し，過電流が流れた時は

ヒューズを飛ばして回路を切るような設計も必要と判断

された．さらに，PLC による二重系の監視と両方の相互

監視で安全状態を確認し，人が扉を開いた時，機械の稼

働を止め安全を確保する設計も必要と判断された．

　このような構成は，強制的に機械式接点を開離する機

構を持つ安全スイッチが使用できない取付け精度，水・

塵埃・油等現場悪環境下で使用できると考えられ，図 5
に示す本素子を使った安全確認装置の高カテゴリー化を

図った．

　さらに，リードスイッチが位置検知センサーに適用さ

れる ISO 4413ISO 4413:2010，油圧‐システム及びその機器の一

般規則及び安全要求事項や ISO 4414ISO 4414: 2010，空気圧－シ

ステム及びその構成品に関する一般規則及び安全要求事

項では，安全方策として位置検出によるシーケンス制御

が要求されている .
　また，機器には MTTF 及び B10 値等の信頼性データが

表 5　災害防止装置

適用分野 災害防止装置 備考

産業機械 ｱｸﾁｭｴｰﾀ（位置検知ｾ

ﾝｻｰ）

ｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞ装置（非

接触式安全ｽｲｯﾁ）

ISO 4413: 2010 23)

ISO 4414: 2010 24)

ISO 14119: 2013 25)

IEC 61508-series 
JIS B 6410: 2009 26)

昇降機 戸開走行検知装置 建築基準法

ISO 22201:2009 27)

ISO 22201-2:2013 28)

鉄道 自動列車停止装置

（制御ﾘﾚｰ）

自動列車制御装置

（制御ﾘﾚｰ）

国土交通省令 29)

普通鉄道構造規則 30)

新幹線鉄道構造規則 31)

IEC 62278-series 32)

表 6　被害軽減装置

適用分野 被害軽減装置 備考

自動車

ｴｱﾊﾞｯｸ（衝撃ｾﾝｻｰ）

ﾌﾞﾚｰｷ装置（液面検

知ｾﾝｻｰ）

国土交通省令 33)

ISO 26262-10: 2012 34)

家庭用電気品

脱水機（蓋開位置検

知ｾﾝｻｰ）

通商産業省令 35)

IEC 60335-2-4:2002 36)

IEC 60335-2-7:2002 37)

燃焼機器
ｶﾞｽ遮断器（流量検

知ｾﾝｻｰ）

液化石油ガス法 38)

IEC60730-2-5:2000 39)

電力
電力系統配電（保護

ﾘﾚｰ）

IEC 61508-series
JEC 2500:1987 40)

電力用規格 B-402 41)

表 7　責任分担の例

リードスイッチ製品の関係者 供給者の責任 顧客責任

システム供給者 ○

リードスイッチ製品供給者 ○

リードスイッチ供給者 ○

装置の運用者 ○

装置の所有者 ○

装置の保全者 ○ ○
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要求される．さらに，サーボシステムの安全関連部には，

規定された安全度水準が要求されている．

　なお，IEC60079-15IEC60079-15:2010, Electrical apparatus for explosive
 gas atmosphere – Part 15: Type of protection “n” では，

ガラス封入接点がガス雰囲気：Class 1, Division (Zone) 2, 
Groups A,B,C,D に使用することができる．

9　昇降機の労働災害防止対策への展開

　2010 年，IEC 62246-1-1IEC 62246-1-1 Ed．1 の委員会投票原案回覧

中に，ISOISO ／ TC178TC178 ／ WG8WG8 からリードスイッチ内蔵磁

気近接スイッチを昇降機に適用したいため Liaison の申

込みがあった．このため，2012 年の IECIEC ／ TC94TC94 ／

MT6MT6 米国会議に ISOISO ／ TC178TC178 ／ WG8WG8 の Convenor を

招待して，本規格の附属書 C に，「リードスイッチはエ

レベータの制御機器である磁気近接スイッチの内蔵接点

に使用できる」．また，「ISO 22201-seriesISO 22201-series 規格が規定す

るエレベータ，エスカレータ及び動く歩道に，磁気近接

スイッチの内蔵接点として使用する場合，国家規格を参

照する」と規定した．

　また，2006 年 6 月に，日本で発生したエレベータ事故

を受け，2009 年 9 月に改正建築基準法施行令が施行され，

国土交通省は，かごを自動的に制止させる「戸開走行保

護装置」の設置を義務付けた．

　この対策では，原則として，①二重系のブレーキ，②

戸開走行検出装置（特定距離感知装置等），③二重系の制

御装置（制御プログラム）の 3 条件を全て満たすことが

必要である．この内容はエレベータの労働災害防止対策

にも活用されているが，このときの昇降機の位置検出に

もパワーリードスイッチが利用できると考えられる．

10　労働安全分野以外への展開事例

　労働安全分野以外の顕著な展開事例として，鉄道信号

分野の ATC 装置がある．この装置では，IEC 62278IEC 62278 規

格による安全度水準（SIL 4）の目標が，技術論文 42) で

発表されていた．また，電力系統保護デジタルリレーに

関する信頼度向上技術も安全度水準（SIL 3）の目標が，

技術論文 43) で発表されていた．

　これらの論文では，信頼性データを重視するものの試

験によって得られるデータには限りがある．このため，

安全立証の根拠として，長い歴史と経験に裏付けられた

実績を重視した．

　ちなみに，IEC e-tech, 2014 年 3 月の交通関係特集号

で鉄道輸送は，乗客と輸送の両方を確立する極めて重要

な輸送手段で世界景気の主要な要素であるとしている．

　一方，自動車では，毎年概算 130 万人が道路交通事故

で死亡され，2, 000～5,000万人の方々が負傷されている．

新しい安全装置を含んでいる技術及びそれらの関連する

インフラストラクチャー及びシステムを備えた自律走行

車及びインテリジェント交通システムが必要であること

が発表されている．リードスイッチを応用した衝撃セン

サーは，自動車のエアバック装置へ適用され，事例とし

て IECIEC ／ TR 62246-3TR 62246-3 に掲載した．

　エアバックに対する機能安全要求は，ISO 26262ISO 26262 ガイ

ドラインの第 10 部に規定され，衝突を検出するため冗長

系のある機能を持たせ，二つの独立する加速度計と点火

回路を持ち同時の時に動作することが要求されている．

半導体の衝撃センサーとリードスイッチの衝撃センサー

両方が，衝突による衝撃を検知した時，エアバックが作

動する仕組みである．

　次に，パワーリードスイッチが，鉄道分野に導入され

た経緯と実績を表 8 に纏め，詳細を述べる．

1)1)　1980 年，従来の「ATS」地上子では，外部中継箱に，

接触抵抗が 少かつ安定する PGS 接点の制御リレー（真

空管のような形状）を設置し，ケーブルを通して接続す

るためケーブルの L，C，R 分が共振回路に影響する．パ

ワーリードスイッチ内蔵の制御リレーを地上子に内蔵す

ることで，この問題を解決した．

　しかし，「ATS」地上子は，線路枕木の上に設置される

ため広い温度範囲，耐振動 150G・耐衝撃 200G，耐外来

磁気（耐性 150 ガウス）及び低接触抵抗が要求される．

「リードスイッチ」は一端固定・多端自由の片持ちばね構

造であり，無励磁状態では特に振動に弱い．パワーリー

ドスイッチが条件をほぼ満足することが判り，1980 年関

西本線の試行区間にて，10 年間のフィールド試験の結果，

MIL-Std-882MIL-Std-882 44) の事故レベル（Hazard Level）のカテゴ

リーⅡを目標に，フェイル・セイフ性と信頼性の向上策

を検討し実用化した．地上子の共振周波数の制御方法は，

地上子内蔵の制御リレーの接点溶着の無い環境である．

　2005 年の福地山線脱線事故以後は，従来の “ 自動列車

停止機能 ” に “ 速度照査機能 ” を付加するため現行設備

と併用可能な新しい車上速度照査式「ATS」に全て置き

換えられている 45)．その鉄道信号装置・機器の耐用寿命

に関する検討書 46) では，ATS 地上子（リレー内蔵）はオー

バーホール無しの 10 ～ 15 年である．

2)2)　1980 年，従来の「新幹線戸閉めスイッチ」は，リー

ドスイッチ内蔵磁気近接スイッチでドアの閉位置を検出，

増幅リレーを介して接点信号を出力していたため，接触

障害がしばしば発生し列車運行に支障（A 故障）を起こ

していた．

　連結車両の戸閉めスイッチを全数直列に接続し，運転

表示ランプとドア開閉用電磁バルブを制御するため高い

信頼性が要求される．パワーリードスイッチで，信頼性

を大幅に改善した．

　1982 年の 200 系東北新幹線車両で，2 年間のフィール

ド試験を経て，全ての新幹線車両や在来線車両へ普及し

た．

3)3)　1970 年代，新幹線の自動列車制御装置（ATC）の車

上信号受信器の信号継電器，論理部の出力には，RL 形式

のワイヤスプリングリレーや水銀リレー等が採用されて

いた．

　1984 年，ワイヤスプリングリレーの生産中止やマイク

ロコンピュータ技術の導入に伴い，RL 形式取得の本素子

リードリレーが，ATC ブレーキ共通部回路の出力用途に

採用され，改良を加えて新型新幹線車両に展開している．
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　安全度水準で も高いレベルが要求され，接点溶着は

絶対あってはならない．1970 年代は各接点にヒューズを

挿入することが標準化されていたが，ヒューズの故障率

が異常電流による短絡事故の発生確率より多い．常用及

び非常用ブレーキの 2 重系回路と接点自動監視のシステ

ム側による冗長設計と定期的安全点検が実施されている．

4)4)　2000 年，従来の車両用継電器は，故障時の取替えが

簡単に済むことからプラグイン式が主流だった．直流回

路で使用するため接点の損傷が激しく，定期的な接点面

の保守（リレーを取り外して接触抵抗値を測定し規定値

から外れた場合，なめし皮で接点面を掃除する）が大変

なことから接点の無保守を強く要望された．

　車両用 DC 100V コイル定格，本素子の多極形リードリ

レーの開発で，従来のソケットにケーブルを配線する手

作業の継電器盤からリレー基板ユニット化で小型化した．

自動ハンダによる製造方法で，配線数，配線工数を削減

できる車両用継電器盤を製作する．2000 年に新幹線車両

の技術課題を解決，公開特許公報が公開された 47）．

5)5)　1996 年，主断路器に適用する真空遮断器の開発に伴

い， 終使用者の接点無保守化の要望から従来の補助接

点（リミットスイッチ）の置換えが要望された．主回路が，

真空高速度遮断器で密閉し無保守化され，補助接点だけ

全検時に検査及び接点面の保守をすることができないた

めである．

6)6)　2007 年以降，高速化に伴う新 Digital ATC 自動列車

制御装置や車体傾斜制御装置：半径 2,500m 以内のカーブ

を高速で通過する場合，乗客の乗り心地改善から各車体

を約 1 度傾斜させるエアサスペンションの制御バルブを

開閉する用途に採用された．本用途は，他の装置と比較

して動作回数が非常に多いためリレーの寿命を考慮し，

全般検査時にリレー基板を取り替えていたが，膨大な検

修コストが掛かるため単品リレーの交換で済む予防保全

の検修方法である．従来，2 全検でリレー基板ごと交換し

ていたが，使用頻度の高いリレーのみを取替，4 全検でリ

レー基板を交換するリレー取替作業方法，ハンダ作業認

定制度，設備の改良等を行い，検修方法を確立した 48）．

　従来使用されていた制御機器の信頼性や保守性の課題

及びメーカの生産中止問題を， 終使用者やシステム設

計者と協業して，パワーリードスイッチ内蔵の制御機器

で置換え，長期間のフィールド試験で安全性並びに信頼

性を実証した集積が，鉄道車両の安全関連制御装置に採

用され，旧国鉄形式や JR 各社の形式で，標準登録された．

　実使用時の事例集，選択設計の判断基準，クレーム等

の不具合事例と改善策，保守の判断基準等は，「継電器の

はなし」 49）や「信号概論 ATS・ATC」 50) 等に記載され，

鉄道車両技術者の選択設計の指針となっている．

　現在，鉄道分野の適用範囲は ATS ／ ATC ／ ATO 等車

上装置の信号情報伝送や定位置停止装置，補助電源装置，

車両情報制御装置，主変換装置，コンバータ・インバー

タ制御装置，空調装置，統括配電盤や戸閉め継電器盤等

の重要な部位に広がり海外の高速鉄道に展開している．

7)7)　2004 年，中国国家企業はカナダ，フランス，ドイツ

及び日本から高速鉄道の技術供与を受け，中国南車，中

国北車集団がそれぞれの技術を使って生産するライセン

スを取得した 51）．

　2007 年，中国鉄道の「第 6 次スピードアップ」で，新

幹線をベースにした高速鉄道車両は，運行後に海外メー

カが技術供与した車両で故障が続発する事象にも助けら

れ，新幹線型への評価が定着した 52）．

　次の高速列車や都市間交通用の中国四縦四横高速鉄路

計画の全路線の運行車両にも導入され，構成比率は圧倒

的に高く，その評価の高さを示している 53）．

8)8)　鉄道発祥の地である英国では，高速列車が 2009 年に

開業した．年末，20 年振りに襲った欧州の大寒波襲来に

より，ロンドン近郊はダイヤの乱れが毎日常化し大混乱

に陥った．英国とヨーロッパ大陸を結ぶ高速鉄道が，運

行トラブルが頻発する中で，日本が導入した高速列車だ

けが唯一平常運転したことで，現地で高い評価を得た 54）．

　従来使用されてきた制御機器と比べ，信頼性及や保全

性を改善したパワーリードスイッチは，台湾，中国，英

国の高速鉄道並びに世界の地下鉄車両が平常運転するこ

とで，その安全性が立証され，次の新たなプロジェクト

に展開している．

11　おわりに

　日本が提案したパワーリードスイッチの安全技術に関

する国際標準化は，公共性の高い鉄道・電力・昇降機設

備から産業機械類等の安全装置，防爆機器に用いられる

安全性を左右する重要な部品に適用するもので，社会の

安全性確保に大きく貢献しうる点で波及効果は大きい．

また，各国家規格に普及できる成果と認知度の向上に繋

がり，我が国のインフラ輸出の拡大にも貢献できると考

えている．

　本資料は，パワーリードスイッチの安全技術に関する

標準化の成果を，特に，産業機械分野，昇降機分野，及

び鉄道分野を中心に従来の制御機器と比較し，導入の効

果とその実績を整理した．

　一方，事業を海外に展開するには，実績と製品を定義し，

評価する国際標準規格が無ければ，顧客は全く興味を示

さない．標準化されていなければ，戦う土俵に挙がれな

いことである．

　これが，事業の海外戦略に国際標準化を取り入れた要

因である．

　今後は，本国際標準を有効活用した新製品の開発と立

体商標登録等の知的財産権の確保に取り組むとともに，

これまで以上に産業機械を対象とした労働災害防止対策

への活用も進めたいと考えている．
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ヤ
ス
プ
リ
ン
グ
リ
レ
ー
：

生
産
中
止
，
基
板
実
装
（
軽
量
化
）

要
求
条
件
：
高
い
接
触
信
頼
性
，

D
C

10
0V

, 0
．

5A
誘
導
負
荷
の
遮
断
容
量

検
証
：
実
負
荷
電
気
的
寿
命
と
年
間
使
用
回
数
の
確
認

導
入
：

1a
, 2

a
接
点
構
成
の
製
品
化

・
R

L,
 T

R
L
形
式
登
録

・
JR

各
新
幹
線
車
両

・
中
国
／
英
国
高
速
鉄
道

AT
S
／

AT
C
／

AT
O

車
上
装
置

情
報

伝
送
・

ブ
レ

ー
キ

回
路

等
：

も

高
い
安
全
度
水
準

水
銀
リ
レ
ー
：
環
境
問
題
で
生
産
中
止
，

経
年
劣
化
に
伴
う
接
点
ス
テ
ィ
ッ
キ
ン
グ
問
題

要
求
条
件
：
高
い
接
触
信
頼
性
，
耐
溶
着
性
，
高
頻
度
使
用

検
証
：
実
負
荷
電
気
的
寿
命
と
年
間
使
用
回
数
の
確
認

導
入
：
取
付
け
互
換
性
の
有
る

1a
, 1

b,
 1

a1
b,

 2
a
接
点
形
の
製
品
化

・
TR

L
形
式
登
録

・
JR

通
勤
／
民
鉄
車
両
／
新
幹
線
車
両

・
中
国
／
英
国
高
速
鉄
道

19
91

～

20
00

制
御

盤
（

統
括

配
電

盤
／

戸
閉

め
継

電

器
盤
等
）
：
高
度
な
信
頼
性
の
要
求

プ
ラ

グ
イ

ン
形

リ
レ

ー
：

配
線

ケ
ー

ブ
ル

及
び

継

電
器
盤
の

製
作
費
，
手
ハ
ン
ダ
作
業

要
求
条
件
：
基
板
実
装
形
，
高
い
接
触
信
頼
性
，
接
点
面
の
無
保
守
化

検
証
：
実
機
搭
載
で
の
形
式
試
験
（
振
動
，
衝
撃
，
耐
久
試
験
）

導
入
：

2a
, 2

b,
 4

a,
 4

b,
 2

a1
b,

 1
b2

a,
 3

a,
 3

b
接
点
形
の
製
品
化

・
JR

通
勤
／
民
鉄
車
両
／
新
幹
線
車
両

・
中
国
／
英
国
高
速
鉄
道

断
路
器
：
高
度
な
信
頼
性
の
要
求

リ
ミ
ッ
ト
ス
イ
ッ
チ
：
接
点
面
の
保
守
，

使
用
環
境
に
よ
る
接
触
不
良
問
題

要
求
条
件
：
高
い
接
触
信
頼
性
，
接
点
面
の
無
保
守
化

検
証
：
実
機
搭
載
で
の
形
式
試
験
（
振
動
，
衝
撃
，
耐
久
試
験
）

導
入
：

1a
1b

, 2
a2

b,
 3

a2
b
接
点
形
の

製
品
化

・
JR

通
勤
／
民
鉄
車
両
／
新
幹
線
車
両

・
海
外
地
下
鉄
車
両

・
中
国
／
英
国
高
速
鉄
道

～
20

14

主
変

換
制

御
装

置
／

補
助

電
源

装
置

等
：
高
度
な
信
頼
性
の
要
求

プ
ラ
グ
イ
ン
形
リ
レ
ー
：
接
点
面
の
保
守
，

使
用
環
境
に
よ
る
接
触
不
良
問
題

要
求
条
件
：
高
い
接
触
信
頼
性
，
接
点
面
の
無
保
守
化

検
証
：
実
機
搭
載
で
の
形
式
試
験
（
振
動
，
衝
撃
，
耐
久
試
験
）

導
入
：

2a
1b

, 3
a,

 2
a2

b,
 4

a,
 3

a3
b,

 4
a2

b
接
点
形
の
製
品
化
（
プ
ラ
グ
イ
ン
）

・
TR

L,
 W

R
L
形
式
登
録

・
JR

通
勤
／
民
鉄
車
両
／
新
幹
線
車
両

・
中
国
／
英
国
高
速
鉄
道

車
体
傾
斜
制
御
装
置
：

も
高
い
安
全
度
水
準

他
の

装
置

と
比

較
し

て
，

動
作

回
数

が
非

常
に

多

い

要
求
条
件
：
高
い
接
触
信
頼
性
，

D
C

10
0V

, 0
．

5A
誘
導
負
荷
の
遮
断
容
量

検
証
：
実
負
荷
電
気
的
寿
命
と
年
間
使
用
回
数
の
確
認

導
入
：

28
5K

m
／

h
の
運
行
速
度

U
p
と
所
要
時
間
の
短
縮

・
リ
レ
ー
検
修
方
法
の
確
立

・
ハ
ン
ダ
作
業
認
定
制
度

・
検
修
コ
ス
ト
の
削
減


